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現存被ばく状況における環境修復活動で発生する廃棄物の管理に関する防護のガイドライン 

指摘対応履歴(参考) 
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1. 第 46回研究発表会 標準化企画セッション(2013/06/24) 

・会場からの意見はなかった。 

 

2. 第 6 回放射線防護標準化委員会専門部会(2016/02/29) 

 専門部会指摘 対応 

専-1 「現存被ばく状況下で発生する廃棄物の管理」とし

たが、検討当初の「現存被ばく状況下での廃棄物の

管理」に立ち返って改めて整理したい。その上で学

会としての考え方を示せれば、行政との関係も整理

できると考える。 

「現存被ばく状況における廃棄物の管理に関す

る防護のガイドライン」として再構成。 

専-2 現存被ばく状況について、空間的な視点と線源の視

点があるが、線源に着目した整理によって、適用範

囲を明確にすべきである。 

「現存被ばく状況に該当するか否かに関して

は、管理についての決定がなされる時点で汚染

が存在していることが判断の基準であり、空間

的な視点である汚染レベル（線量の大小）のみで

判断するものではない。」との考え方を軸として

ガイドラインを再構成。 

専-3 現存被ばく状況は、緊急時被ばく状況と計画被ばく

状況の狭間を埋めるもので、広範の状況が含まれ

シンポジウムでの指摘等も併せて考慮し、周辺

環境の線量が平常時レベルにある状況での、ホ



2 

 専門部会指摘 対応 

る。年間 1mSv を下回って「計画」の側面が出てき

ても、総合的には「現存」という状況は存在してい

る。 

ットスポットの除染や家庭用薪燃料の焼却灰の

管理に関する例題を作成。 

専-4 廃棄物管理では、計画的な側面が生じるが、「計画

被ばく状況」におさまらない実態に対して、「現存

被ばく状況」に特徴的な防護の考え方を提示するこ

とが重要である。 

「現存被ばく状況の線源となる放射性物質を含

む廃棄物の管理は参考レベルの適用により実施

すべき」「現存被ばく状況に該当するか否かに関

しては、管理についての決定がなされる時点で

汚染が存在していることが判断の基準であり、

空間的な視点である汚染レベル（線量の大小）の

みで判断するものではない」との考え方を提示。 

専-5 「現存被ばく状況」における放射線防護方策は個別

の条件に応じた変化が大きく、網羅的に記述するこ

とは難しい。やるべきこと、やってはならないこと

を明らかにする形が望ましい。事故後の状況や対応

の例題から、共通事項を抽出してガイドラインとす

る方法もある。 

・解説と例題のひも付けを示す。 

・計画被ばく状況と同様の規準を適用して廃棄

物管理を制限(扱う量が制限される、施設コスト

が非現実的になる、など)する結果となり、環境

修復が進まないため、段階的参考レベルを適用

すべき、と言及。 

専-6 関係者間の合意形成プロセスが重視される形にし

てほしい。 

合意形成プロセスについての解説を補足。被災

した住民の代表者と関係する専門家が参加する

地域フォーラム等の設置の重要性、該当地域内

外の連携の必要性に言及。 

専-7 輸送と処理について線量規準を公衆実効線量で年

間 1mSv を目標に選定するのは再検討が必要。参考

レベルは 1-10mSv/y の範囲で選定可能な枠組みを

提示すべきではないか。輸送は、現存被ばく状況下

での輸送と異なる被ばく状況をまたぐ輸送に分け

て整理するべき。処理の対象となる行為も幅広く捉

えるべき。 

・現存被ばく状況にある地域の環境修復の一環

として行う輸送については、その地域外の住民

も含めて、社会全体としてその状況を共有する

連帯の下で、防護対策を取っていくことが重要

であることから、輸送には 1-10mSv/y の参考レ

ベルを適用、として包括的に記述。 

・作業員(運転手)については、なお書きで、職業

被ばくの線量規準を参照した被ばく管理を行う

ことも可能、と言及するにとどめる。 

⇒作業会で『汚染が存在して「現存被ばく状況」

と認定されている区域の輸送経路周辺では参考

レベル[1～10mSv/y]、「計画被ばく状況」の輸送

経路周辺では 1mSv/y』との案を検討したが、運

転手が除染電離則で管理されるであろう現実も

鑑み、本ガイドラインとしては対象外とした。処

理については、注書きで記述。 

専-8 処分については、1mSv/yの案で良いのではないか。 介入免除レベルを用いた考え方は変更しない。 

専-9 学会として見識があまり示されていないのでは。

「…選定できる」の語尾を「…選定すべきである」

として、学会としての考え方を明確にするべきであ

る。 

 ガイドライン本体は、搬出ガイドラインを参考

に、「以下の規準を満足する場合に実施できる」

との表現に修正。 

 解説は、「…選定できる」としていた箇所を「…
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選定すべきである」との表現に修正。 

専-10 併せて、解説において、参照した一般的考え方と、

それらを踏まえた学会の考え方を明確に分けて示

すべき。 

解説で、ICRP参照記述を「2.ガイドラインの策

定に参考となる考え方」にまとめ、考え方を「3. 

3.ガイドラインの根拠となる考え方」にまとめ

た。 

専-11  「現存被ばく状況」は幅の広い概念なので、原子

力事故等の後の状況を取り扱っていることを明ら

かにする。 

 先行ガイドラインも参照のこと。 

・上位の「現存する被ばく状況に関する防護の安全

基準」から、宇宙線やラドンを除くことによって、

対象範囲が明確になるのではないか。ただし、様々

な「現存」状況の防護のプロセスは共通かもしれな

い。 

原子力事故や放射線緊急事態のあとに発生する

現存被ばく状況を対象範囲として明示。 

専-12 「取り組みの正当化」は、廃棄物管理の実施を決め

た時点で行われるべきことで言わずもがな。記載に

ついて再検討すべき。廃棄物管理の正当化と、目標

選定時の最適化は、分離して述べるなど。 

・ガイドライン本体から、正当化・最適化の記述

を削除。 

・解説において、周辺の現存年線量を低減する

取り組みでは発生する廃棄物の管理までを考慮

する必要があること、廃棄物の管理について最

適化が必要であることを分離して記述。 

専-13 幅広い議論が必要な状況にあることが見えてきた

ので、作業会の案の段階でシンポジウムを行い、関

係者の意見を伺うことを計画する。行政機関の参加

を求める意味で東京での実施を検討してはどうか。

廃棄物作業会で検討の上、企画委員会等と調整を行

うこととした。 

作業会での検討状況に応じ、実施時期と方法を

判断。 

⇒第 49 回研究発表会の標準化企画セッション

(2016/07/01) 、 保 物 学 会 シ ン ポ ジ ウ ム

(2016/11/28)において作業会案を広く紹介し、

意見を拝受。作業会において、意見反映した修正

案を作成。 

専-14 行政が議論を踏まえて現存被ばく状況下での防護

策の運用を進めてきている状況は示すべき。除染電

離則の制定の経緯は、現存被ばく状況における公衆

の防護の観点で行政が動いた事例として整理して

おくべき。 

・除染電離則は、「除染作業等においては、電離

則が想定している、線源が管理された状況では

なく、どこに高濃度の土壌等があるのかわから

ない状態で線量管理を行う必要がある。」との認

識で策定された。 

・「現存被ばく状況に該当するか否かに関して

は、管理についての決定がなされる時点で汚染

が存在していることが判断の基準」をガイドラ

インの基本的考え方とすることによって、上記

の認識を踏まえたものとできる。 

 

3. 第 49回研究発表会 標準化企画セッション(2016/07/01) 

 企画セッション 会場指摘 対応 

企-1 福島の経験の中で議論を進めていくことが重要。参 福島の現状や廃棄物管理の課題について再度調
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 企画セッション 会場指摘 対応 

考レベルなどの数字をトップダウン的に示してい

るが、むしろ、現場の具体的事例からボトムアップ

的に議論を進めるべき。 

査をし、例題の精査を実施。 

企-2 現存被ばく状況、を持ち出すことで、基準を緩めよ

うとしている印象を受ける。本件のようなケースバ

イケースの対応をとるべきものについては、ガイド

ライン化はそぐわない。 

原理・原則から、放射線防護のあるべき一般論を

示すとの方向性を再確認。現行基準を緩める目

的ではない。現存被ばく状況を持ち出すのは防

護体系上の基本であり、現場対応は個別の応用

問題と認識。 

企-3 ICRP、IAEA、日本の規制などにある数字がいろいろ

出てきているが、整理が必要。一般介入免除レベル

を適用することは疑問。 

原理・原則から、放射線防護のあるべき一般論を

示すとの方向性を再確認。 

標準化委員会からの意見も受け、現在のガイド

ライン作業の方向を継続することとした。 

 

4. 執行理事会(2016/09/21) 

 執行理事会指摘 対応 

執-1 ガイドライン本体の結論(段階的参考レベル、

1mSv/yの適用)には、大きな問題はなく、策定作業

としては現在の方向性で了解。 

論文作成(執-2参照)、シンポジウムでの学会員

意見収集、公衆審査手続き、を並行して、最終取

りまとめに向けた作業を進める。 

執-2 例題案をまとめたケーススタディ論文の作成と、国

際誌の査読通過をガイドライン制定の条件とする。 

国際的勧告や指針との整合性の考察に、日本の

事例を追加して、ケーススタディ論文を作成。

Journal of Radiological Protectionに投稿。 

 

5. 日本保健物理学会シンポジウム(2016/11/28) 

 シンポジウム 会場指摘 対応 

シ-1 防護の考え方の論理構築について、異論は出されな

かった。 

現行案でガイドラインとりまとめを進める。 

シ-2 住環境での薪燃料焼却灰の管理に関する現場事例

が紹介された。 

例題を追加。 

 

6. ICRP Workshop (2017/11/06) 

 Workshop 会場指摘 対応 

I-1 計画被ばく状況を通る輸送時の基準は考えている

か。 

参考レベル適用のオプションまで可能性を議論

したが、ガイドラインの対象からは外した。 

I-2 ガイドラインを使用する人は公衆か自治体等か。 両方を対象とする。 

I-3 防護の考え方の論理構築について、異論は出されな

かった。 

現行案でガイドラインとりまとめを進める。 

 

7. Journal of Radiological Protection 論文査読(2017/9-12月) 

 JRP 誌 査読指摘 対応 

R-1 現存被ばく状況において廃棄物管理は環境修復活

動の一部であり、環境修復活動の最適化を妨げない

現行案でガイドラインとりまとめを進める。 
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 JRP 誌 査読指摘 対応 

ように柔軟な基準の設定が必要であるものとして、

有用な論述である。 

R-2 「廃棄物管理」の範囲に“処分”を含む場合は、処

分に起因する被ばくが現存被ばくあるいは計画被

ばくを増加させるかについて論じるべき。 

「廃棄物管理に起因する被ばくは、環境修復に

おける現存被ばくの一部として位置づけられ

る」と記述。 

R-3 参考レベルの選択が、被ばくする人数に影響を受け

るかもしれないことについて論じることを期待す

る。 

最適化の側面だけを考えれば、影響を受ける人

数が少ない場合には、参考レベルを高く設定す

ることも可能かもしれない。しかしながら、最適

化だけではなく、公平性や倫理の観点から、影響

を受ける蓋然性が高い場合には差をつけること

は難しいと考える。よって、被ばくする人数と参

考レベルの選択の関係には言及しない。 

R-4 例題に技術的用語が散見される。登場する「公衆」

は線量測定の知識はあるのか。 

例題の質問者は公衆として設定している。放射

線に関する公衆の理解が大きく進んだことは、

福島事故後の経験が示している。 

 

8. 公聴審議会(2019/01/12) 

 公聴審議会指摘 対応 

聴-1 ガイドラインにおける年実効線量 1〜10mSv の線量

規準の記述に関して、参考にされた ICRP において

は、「最適化プロセスは、段階的に実施することが

可能」とされているが、本ガイドライン本文には段

階的な実施に関する記載がない。この事は必ずしも

段階的な措置をとらない場面も想定され、あえて採

用されていないことも理解できる。 

一方、ガイドラインの解説においては 11pに「実効

線量 1〜10mSv 以下の範囲から状況に応じて規準を

選択して実施すべき」と記載されている。この「実

施すべき」の表現は強すぎるのではないか。 

・ガイドライン本体において、段階的に線量規

準を下げることが有効であると共に、通常の計

画被ばく状況における廃棄物の管理と同等の線

量規準を選定する選択肢も明示した。 

・文章表現を、「…被ばく線量の低減の目標とす

る線量規準を年実効線量 1～10 mSvの範囲から

選定し、実施することを推奨する。」とした。 

聴-2 ガイドラインの適用の範囲の記述に「処分」がある

が、初出の処分には注釈がなく、4行目の処分に注

釈がある。使い分けがないなら初出につけるべきで

ある。 

No.5と併せて修正した。また、保管については、

判断規準が短期と長期で変わらないため、「短期

的及び長期的な保管」として、期間については解

説において言及することとした。 

聴-3 用語について、一貫した表現の統一が必要である。 Bq, ベクレルは「Bq」、/y、/年は「/年」に統一

した。 

聴-4 例題 A-1  ※2 における年間 1mSv について、現存

被ばく状況における適用であることを記述すべき

である。 

「現存被ばく状況において、公衆の受ける追加

年線量“1 mSv”は、これ以下であれば被ばくを

低減する防護対策を不要とするレベルとして理

解することができます。」と修正した。 

聴-5 適用の範囲の 3行目後半の（）内の「処分に至るま

での」は不要ではないか。また、「短期的及び長期

「処分に至るまでの」は削除、「短期的及び長期

的な保管並びに処分」は「保管および処分」と修
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的な保管並びに処分」ではないか。 正した。 

聴-6 例題 B-1 ※2の記載が抜けている。 追記した。 

聴-7 利害関係者へのヒアリングは実施されたのか。仲間

内だけで決めるのではなく開かれた議論のもとに

決める必要があるのではないか。 

利害関係者へのヒアリングについて、直接的に

は作業部会としては行なっていないが、メンバ

ーが個別に実施した経験はある。 

本ガイドラインでは、聴-8の記述の追加にとど

める。 

聴-8 開設の例題案 C の伊達市の事例において、 専門家

の寄与が効果的であったのか、その裏付けはあるの

か。 

半澤氏の記事(保健物理、48号、pp.67-72)を引

用して、専門家と住民の感覚との間にズレが生

じる懸念の指摘を追記した。さらに例題の結び

として、「今後の除染活動においては、住民の感

覚にさらに寄り添うことに十分に留意して情報

提供を進めていく必要があります」と記述した。 

聴-9 輸送について、適用から外すのは適切か。 適用について検討したが、輸送については輸送

関係の中でクローズするのが良いと判断した。

解説に以下を追記した。 

 

『なお、「輸送」については、計画被ばく状況に

おける運搬規則(放射性同位元素等車両運搬規

則（昭和 52 年 11 月 17 日運輸省令第 33 号）

及び核燃料物質等車両運搬規則（昭和 53 年 12 

月 28 日運輸省令第 72 号）) と同じ基準を適用

した指針に基づいた除去土壌等の輸送が着実に

進められているため、本ガイドラインでは取り

扱わない。』 

聴-10 解説に記載された趣旨、線量規準の意味については

ガイドラインにも含めるべきである。 

本体において、廃棄物管理が環境修復活動の一

環として実施されるものであること、そのため

に段階的な線量規準の適用を推奨することの主

旨を記述した。 

「線量規準」は、上記を踏まえて、「判断規準」

として、考え方を指針として示すように修正し

た。線量規準の値は、文章表記の一部に含めるこ

とで、数値ありきとの誤解を生じにくくするよ

う配慮した。 

聴-11 ICRP の値は全ての線源に適用するもので、廃棄物

にのみに適用することへの説明性が必要ではない

か。線量規準の幅の中で段階的な環境修復における

線量規準の選択で何を考えなければいけないのか

を提示することが重要である。 

 

9. メール審議における標準化委員会委員コメント(2019/10/10～2019/10/23) 

 標準化委員会委員コメント 対応 

標-1 本ガイドラインは現存被ばく状況において環境修

復活動により発生した廃棄物を対象としています。 

表題および「適用の範囲」に環境修復活動のキーワ

ードが入っていないのですが、問題ないでしょう

「現存被ばく状況における環境修復活動で発生

する廃棄物」として、適用の範囲を明確に限定す

る。 
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 標準化委員会委員コメント 対応 

か？ 

現存被ばく状況で発生する廃棄物が環境修復活動

以外でも生じるのであれば、「環境修復活動」を明

記した方が良いのではないかと思いました。 

標-2 例題案 A-1, A-2, A-3 ※1 

本ガイドライン案では状況に応じて線量規準を 1-

10 mSv の範囲で選定することを推奨する一方で、

「除染関係ガイドライン」では 1 mSv以下とするこ

ととしています。 

両者の関係性を明確にしないと自治体や事業者等

がガイドラインを参照するときに混乱すると思う

のですが、いかがでしょうか？ 

解説の 1.において、下記を追記した。 

「本ガイドラインは、「現存する被ばく状況に関

する防護の安全規準」の下で、ICRPなどの最新

知見に基づき、現存被ばく状況の特徴を踏まえ

た廃棄物の管理に対する防護のあるべき考え方

を示すものである。現在国等が示しているガイ

ドライン(環境省の「除染関係ガイドライン」な

ど)は、前述の通り、計画被ばく状況を前提とし

た放射線防護の考え方に基づいているため、本

ガイドラインとは異なる点もある。本ガイドラ

インの適用においては、このことに留意された

い。」 

さらに、例題 A-1, A-2, A-3においても、以下

のなお書きを加えた。 

「なお、本ガイドラインの適用にあたっては、現

行の国等のガイドラインに適用されていない内

容も含まれることから、十分注意することが必

要です。」 

以上の表現は、既発行の保物学会ガイドライン

「放射線業務従事者に対する健康診断のあり

方」の表現を参考にした。 

標-3 例題案 A-1等の※１～※３のうち，※２の年追加線

量 1 mSvについてのみ，引用符をつける意味は何か

あるのですか？  

指摘該当箇所、「(※2) 現存被ばく状況におい

て、公衆の受ける追加年線量“1 mSv”は、これ

以下であれば被ばくを低減する防護対策を不要

とするレベルとして理解することができます。」

は、判断規準「廃棄物の処分では、ステークホル

ダーの関与の下で、処分後の廃棄物に起因する

被ばく線量に対する線量規準を年実効線量 1 

mSv以下で選定し、実施することを推奨する。」

の意味を改めて明確化するものである。計画被

ばく状況における廃棄物の管理に係る防護基準

に対照しての、現存被ばく状況における環境修

復活動で発生する廃棄物の管理に係る防護基準

の特徴となる部分であるため、解説における説

明に加えて、例題でも注記をつける必要がある

と考える。 
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10. 第 52回研究発表会 標準化企画セッション(2019/12/06) 

 企画セッション 会場指摘 対応 

企-4 判断規準が線量で示されているが、濃度については

言及しないのか。汚染土壌等のフレコンバックの集

積では、線量が同じでも、濃度の高いものが少数あ

る場合、濃度の低いものが多数ある場合で、状況が

変わり得るものと思われる。 

個々の状況で大きく変わりうることが想定され

るため、廃棄物の個数と濃度を判断規準とはせ

ず、線量規準で示すこととしました。 

ただし、ご指摘を受けまして、例題において除去

土壌の保管における濃度の考慮に関する定性的

な記述を追記しました。 

 

11. 学会員意見募集(2019/12/13～2019/12/31) 

 学会員コメント 対応 

学-1 判断基準の年実効線量 1～10mSv に関して ; 

推奨する線量基準に年実効線量 1～10mSv の範囲を

示している。 

この線量範囲を決めた根拠に、解説の中(13P)で

「ICRPの長期目標 1～20mSv/yの下方部分を」「1～

10mSv/年と解釈することで、年間 1～10mSv 以下の

線量レベルを目安にすることが適切である。」とし

ている。 

ここで、だれが解釈して決めたのでしょうか？ 

基準値を特定個人の主観で決めるのは不適切であ

る。 

基準値は客観的な根拠に基づいて設定されなけれ

ばならない。 

その点で、ICRPは参考レベルに 1～20mSv/yを勧告

している。 

この ICRP の上限値 20mSv/y を採用するのが適切で

ある。 

したがって、ガイドラインは「年実効線量 1～20mSv

以下の範囲から・・・」とするのが良いと考える。 

解説で述べておりますように、参考レベルの値

は、ICRP-Publ.82で示された「現存年線量 < ～

10 mSv/年」、保物学会の「現存する被ばく状況

に関する防護の安全規準」に示された「現存年線

量 10 mSv」を参照して選定しております。その

ため、線量規準は原案通りとします。 

ただし、ご指摘を受けまして、解説の該当箇所を

下記に修正します。 

*** 

その値については、「現存する被ばく状況に関す

る防護の安全規準」においてこれ以下では介入

が正当化されそうにない一般参考レベルとして

示された線量規準「現存年線量 10 mSv」、ICRP-

Publ.82で示された「現存年線量 < ～10 mSv/

年」を参照して、年間 1～10 mSv以下の線量レ

ベルをめやすとすることが適切とした。これは、

と、ICRP-Publ.111で示された長期目標の「1～

20 mSv/年の範囲の下方部分」とも整合するもの

である。 

*** 

なお、ICRP TG93 (Update of ICRP Publication 

109 and 111) の「Radiological Protection of 

People and the Environment in the Event of 

a Large Nuclear Accident」ドラフト(17 June 

2019)には、選択された参考レベルは一般的に年

間 10 mSvを超える必要はないと勧告する記述が

あり、これは、Publ.111で「1〜20 mSvの帯域

の低い方の部分で参考レベルを選択することを

推奨」していた立場を明確にする、と述べられて

います。 

学-2 判断基準の最後の記述に「通常の廃棄物の管理と同 本ガイドラインでは、判断規準を線量規準で提
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 学会員コメント 対応 

等の線量基準を選定することもできる。」 

とあるが、線量に限定するのではなく「基準」とす

るのが良い。 

廃棄物中の放射性核種濃度の基準にも当てはめら

れる。 

示しております。そのため、原案通りとします。 

なお、例題には、再利用判断のレベルとして、

IAEA GSR Part 3に示されたクリアランスレベ

ル 100 Bq kg-1 (Cs-134/137)、放射性物質汚染

対処特措法における指定廃棄物の判断基準 

8,000 Bq kg-1 (Cs-134/137) 、あるいは線源や

再利用などの状況に応じて算出される指標値な

どの選択肢があることを述べております。 

学-3 補足意見 ; 

・日本では、基準値を設定する際にとかく厳しい方

向に行きがちである。厳しくすればそれで良いわけ

でなく、根拠を示して最も妥当な基準値にするべき

である。厳しい基準値を採用した結果、負の要因・

現象が現に起きている。福島第一原発事故起因の除

染レベルがその例である。 

・本件とは直接関係はないが、放射性廃棄物処分に

伴う住民の被ばく線量の問題がある。 

≒ 

処分に伴う潜在的被ばくは長期間にわたり世代を

超える。 

一世代を対象にした個人線量では不適切である。 

世代を超えた被ばく線量をどのように評価するか、

検討する必要がある。 

・その解決策として、集団線量を適用するのが一つ

の方法である。 

現に UNSCEAR では放射性廃棄物処分に伴う住民の

被ばく線量には集団線量を用いている。 

しかし、集団線量にはいくつか検討しなければなら

ない事柄がある。 

が、集団線量の適用は検討に値する。今後の大きな

課題と云える。 

今後の参考とさせていただきます。 

学-4 【例題案 C】 ステークホルダー関与 

・伊達市の事例が取り上げられ、『この事例では、

説明会での専門家による情報提供の効果があった』

とあり、確かに効果があった面もあると思います

が、学会が提示する標準で、専門家の貢献を過大に

示していないかとの吟味も必要でないかと思いま

した。専門家は行政を後方サポートし、それは機能

したのだろうと思いますが、当時の説明会での専門

家の情報提供では混乱も生じ、市役所での一体とな

った事後フォローが必要となっていたのではない

ご指摘の側面もあるかと思いますが、例題では、

良好事例を示すこととしました。ただし、ご指摘

を受けまして、該当箇所を、 

「住民の目線に立った分かりやすい説明が専門

家による適切な関与も交えながら繰り返され

た」 

と修正するとともに、一般論として、 

「また、専門家による情報提供は、情報の受け手

へのわかりやすさに十分に配慮することが必要

です。」 
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 学会員コメント 対応 

でしょうか。 と追記しました。 

学-5 環境修復活動としての天地返しは、本ガイドライン

における“処分”に含まれるのか。 

天地返しにおける放射性物質を含む表層の土

は、廃棄物とは扱いませんので、本ガイドライン

の“処分”には含んでおりません。 

なお、放射能濃度が高い土地では、天地返しによ

って段階的に線量を低減していく場合もあり、

そこでは、必ずしも線量基準を年実効線量 1 

mSv以下で選定すべきではないと考えます。 

学-6 計画被ばく状況下にある地域で、現存被ばく状況に

おける環境修復で発生した廃棄物の処分を実施す

る場合、JRP誌の査読指摘対応のように“処分”と

いう行為に伴う被ばくを現存被ばく状況として扱

うことは、現存被ばく状況の定義に反するのではな

いか。 

JRP誌論文「Integrating radiation protection 

criteria for radioactive waste management 

into remediation procedures in existing 

exposure situations after a nuclear 

accident」では、現存被ばく状況下での廃棄物管

理に伴う被ばくを、環境修復における現存被ば

くの一部と位置付ける、と論じました。 

本ガイドラインでは、現存被ばく状況における

環境修復で発生した廃棄物は、現存被ばく状況

の範囲で考えることとし、廃棄物の処分の線量

規準としては、一般介入免除レベルの考え方を

参考にして年実効線量 1mSvとしています。 

 

12. 公聴審議会(2020/01/07) 

 公聴審議会指摘 対応 

聴-12 ガイドラインの本体の考え方を図示したのが解説

14 ページの図と思われる。図に基づくと廃棄物管

理の参考レベルは現存年線量の参考レベルの制約

を受けるが、ガイドライン本体ではその考え方が明

示的ではないように見える。 

「周辺線量の低減に応じて…」という箇所に考

え方を明示するよう追記修正しました。 

 

聴-13 規準の文字について、「基」ではなく「規」を使う

理由は。 

学会がこれまで制定してきたガイドラインで

「判断基準」あるいは「線量規準」と項目建てさ

れていた経緯を踏まえて、線量の数値を提示す

る考えで「規準」としてきました。しかしなが

ら、数値よりも、廃棄物管理でとることのできる

考え方に重点を置いていることから、項目建て

を「線量基準選定の考え方」と修正します。併せ

て、「線量規準」の表記は、他の文書の引用箇所

を除いて、最新の ICRP勧告文書の邦訳版を参照

し、「線量基準」としました。 

聴-14 例題ではステークホルダーの関与や廃棄物保管の

方法が書かれている一方で、ガイドライン本体には

それらが書かれておらず、両者が乖離しているよう

学会がこれまで制定してきたガイドラインの書

式を踏まえて、防護の考え方や根本をガイドラ

インとして示すこととしています。ステークホ
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 公聴審議会指摘 対応 

に見える。ガイドライン本体にもそれらの記載を含

めてはどうか。 

ルダーの関与や廃棄物保管の方法などは、個別

の事例に相当するものとして、例題で示すこと

としています。 

聴-15 学会員意見募集の「判断規準として濃度も示すべ

き」とのコメントに対する修正箇所はどこになる

か。 

例題案 A-1, A-2において、濃度の異なる除去土

壌を保管する際の、配置の留意点として示しま

した。基準となる線量から誘導される濃度はケ

ースバイケースとなるため、判断基準に濃度の

数値は示さない考えです。 

聴-16 例題案の除去土壌の保管について、放射能濃度の異

なる除去土壌の保管の仕方に関する記載がある。一

般的に住民は濃度を測定することが困難だと思わ

れるが、サーベイメータ等で線量率を測定しその大

小で判断することを想定するのか。 

必ずしも濃度を測定する必要は無く、放射線量

の大小が分かればよいと考えています。 

聴-17 ガイドライン中に放射能濃度の具体的な数値を示

すことが重要だと考える。1 mSvに基づき放射能濃

度の具体的な値を規定すべきではないか。 

濃度はケースバイケースとなるため、判断規準

に数値は示さない考えです。ガイドラインでは

線量基準を示すこととしましたが、例題におい

て IAEAが示すクリアランスレベル（100 Bq/kg）

や法律における判断基準（8,000 Bq/kg）を例示

しています。1 mSv に基づく放射能濃度の算出

については学術論文にまとめられたものがあり

ますので、本ガイドラインでその解説を行うこ

とはしません。 

聴-18 ガイドライン解説の章構成について、「3. ガイドラ

インの策定に参考となる考え方」、「4. ガイドライ

ンの根拠となる考え方」という順序で章立てをして

いるが、順序を逆にすべきではないか。 

「3. ガイドラインの策定に参考となる考え方」

(ICRP勧告文書の参照箇所情報)は、順序を後ろ

にして、参考資料「ガイドラインの策定で参考に

した ICRPの考え方」としました。 

聴-19 放射線防護標準化委員会においてガイドラインと

は何かを議論した方が良い。例えば原子力学会標準

では、ガイドラインは要件を個々に示し、その下に

仕様を書く。本ガイドラインはそのような体裁にな

っておらず、分かりにくい。 

本ガイドラインは日本保健物理学会のこれまで

のガイドラインの書式を踏まえて策定するもの

です。今後策定するガイドラインについては、日

本保健物理学会のガイドラインの在り方・書式

を標準化委員会において改めて検討いたしま

す。 

聴-20 最適化の概念が読み取れない。また、介入レベルと

参考レベルの考え方が混同されているのではない

か。 

放射線防護の原則である「最適化」は、本ガイド

ラインで対象とする現存被ばく状況にも適用さ

れます。この旨は、解説 4.(1)で言及しています

(修正版では 3.(1))。ただし、除去土壌等の管理

においては、放射線や放射性核種を利用する他

の活動と同等の最適化を実施することは効率的

ではない場合も想定されますので、この旨を追

記しました。 

Publ.82 で示された介入が正当化されそうにな
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 公聴審議会指摘 対応 

い現存年線量 10mSv は、一般参考レベルとして

勧告されたレベルです。これは、Publ.103の 237

項において、「委員会によって Publication 60 

及びその後の刊行物に勧告されている数値規準

の多くは，限度を除いて，拘束値若しくは参考レ

ベルと考えることができる。これらの値は 3 つ

の定められたバンドに入っており（表 5 参照），

次項以降にその属性が記載されている。このよ

うな方法で規準の値を表示することは，ICRPが

まだ明確に取り上げていない特定の状況に対す

る拘束値若しくは参考レベルの適切な値の選択

を可能にするので，有用であると委員会は考え

る。」と再整理されています。従って、Publ.103

の体系で参考レベルを考える際に、Publ.82で示

された介入レベルの数値を参照することで問題

ないものと考えます。読者の混乱や誤解を生じ

ないよう、上記の経緯について簡単に追記し、修

正しました。 

聴-21 本体の「なお、…計画被ばく状況における…線量基

準を選定することもできる。」として選択肢を持た

せる考え方について、解説との対応が見えにくい。 

解説 4.(3)に簡潔に述べていましたが、該当箇所

を段落分けして、本体との対応が見えやすくす

るようにしました。 

聴-22 このガイドラインは、現存被ばく状況の内、原子力

事故や放射線緊急事態の後に発生する状況に適用

されるが、この状況はなかなか一般に受け入れられ

ていない。自然由来放射性物質により線量が高めら

れた現存被ばく状況との相違を明確にすべきでは

ないか。「発生者責任のある汚染」のような表現を

検討してはどうか。 

本ガイドラインは、原子力事故や放射線緊急事

態の発生者が取るべき指針を示すものではあり

ません。ICRP勧告に示された現存被ばく状況の

定義を参考とした現在の表現にとどめ、発生者

責任には言及しません。また、自然起源の放射性

物質などによって発生する現存被ばく状況に関

しては、本ガイドラインで対象とする現存被ば

く状況と相違を含めて、別途検討することにな

るものと考えます。 

 

13. 標準化委員会委員コメント(公聴審議会後の修正に関して、2020/01/23) 

 標準化委員会委員コメント 対応 

標-4 周辺の現存念線量に関する参考レベルは、既に（廃

棄物保管の参考レベルを決定する時点）行政等によ

り決定されているという状況と理解してよろしい

でしょうか？ 

すでに決定されているか、あるいは同時に決定

することになると考えます。 

標-5 「環境修復活動の現場における除去土壌等の管理

では、放射線や放射性核種を利用する他の活動（計

画被ばく状況）と同等の最適化を実施することは、

必ずしも効率的ではない場合もあることに留意す

除染範囲の制限や過度に大量の廃棄物の発生を

指すものではありません。実際の場では、汚染土

壌をとにかく早く除去して集めるような行動が

とられることが少なからずあることが想定され
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べきである。」との記述は、本体最終段落などに示

されている、除染範囲の制限や過度に大量の廃棄物

の発生を指していると理解してよろしいでしょう

か？もし違う場合は、例示が必要であると思いま

す。 

ます。 

この点を明示すべく、「慎重な最適化方策の検討

よりも除去土壌等の迅速な集積や移動が優先さ

れるなど、」と追記しました。 

 

 

14. 理事会(公聴審議会後の修正に関して、2020/01/30受領) 

 理事会指摘 対応 

理-1 1 ページに結論だけをまとめる様式は説明不足と

なり、誤解を招きかねない。字数をこだわることな

く（例え 1ページにまとめを書くにしても）記述し

てほしい。 

本体と解説というパートの記載にしないで、全体と

してひとつのガイドラインにすることでより明確

なメッセージになると考える。その際、1ページの

記載は、「ガイドラインの要点」としてはどうか。 

指摘に従い、様式を修正しました。 

「ガイドラインの要点」に背景情報を追記して

2ページとし、その後ろに「1.はじめに」「2.ガ

イドラインの背景」「3.適用の範囲」「4.ガイドラ

インの考え方」「5.備考」「参考資料」「例題」と

の構成としています。 

 

 

15. 公衆審査(2020/02/10～2020/03/10) 

 公衆審査指摘 対応 

衆-1 ガイドライン全般に関して： 

当ガイドラインは関係者が参考にするので、簡潔に

分かり易く記述する必要がある。 

その点で、冗長な記述が随所にある。とくに「参考

資料」は簡潔にする必要がある。 

ガイドライン(案)は、簡潔に参照するための「ガ

イドライン要点」を冒頭 2ページに示した上で、

説明不足とならないように、3ページ以降に、適

用の範囲・背景・考え方を解説しています。これ

は、全体としてひとつのガイドラインにするこ

とでより明確なメッセージとする考えに基づく

ものです。(「理-1」を参照) 

本ガイドラインは、放射性廃棄物の処理処分を

対象とした放射線防護の考え方について、これ

までは「計画被ばく状況」で発生する廃棄物のみ

が対象であったところ、現存被ばく状況におけ

る環境修復活動で発生する廃棄物に適用する新

たな考え方を示すものです。現存被ばく状況は

ケースバイケースの対応が必要であり、簡潔さ

よりも、多少冗長であっても誤解を招かない記

述が必要と考えます。 

「参考資料」については、「衆-3」とも関連しま

すが、上記の考えにより、ICRP の文献を引用

(Publication番号)するのみではなく、個々の考

え方を記述した文章を示すことが必要と考えま



14 

 公衆審査指摘 対応 

す。 

なお、この記述方法は、本学会で既制定のガイド

ライン「現存被ばく状況における汚染した物の

搬出のためのガイドライン」等の書式に沿った

ものであることを申し添えます。 

衆-2 線量基準の選定に関して： 

・線量基準「年実効線量１～１０ｍSv の範囲」と

した根拠を示すべきである。ICRP 勧告を根拠にし

ているが、 ICRP 勧告の何を根拠にしたのかの説

明がない。単なる ICRP の引用では基準を設定した

明確な根拠にならない。線量基準は基本となるの

で、その設定根拠は具体的に明確な説明が必要であ

る。 

・判断基準の最後の文章に「通常の廃棄物の管理と

同等の「線量基準を選定」とあるが、「線量基準」

に限定せず「濃度基準」にも適用できるように「基

準」とするべきである。線量に特定するのでなく、

広く適用できるようにするべきである。 

・「年実効線量 1～10mSv の範囲」の根拠とした

ICRP勧告については、「4. ガイドラインの根拠

となる考え方」の(3)において解説しておりま

す。根拠とした ICRP 勧告の具体的文章について

は、「参考資料」において示しており、特に重要

な考え方等には下線を引いて、明確にしており

ます。ご指摘を受けた対応として、4.（3）に追

加年線量を長期に受けた集団の条件付き年死亡

確率の変動、介入がもたらす正味の便益の効果

についての考察などに基づき示された値である

ことを追記します。併せて、「参考資料」につい

ても、参照した ICRP Publ.82の 10mSv/yに関す

る記述の充実を図ります、 

・基準となる線量から誘導される濃度はケース

バイケースとなるため、判断基準としての数値

は示しておりません。なお、ガイドラインでは線

量基準を示すこととしましたが、例題において

IAEAが示すクリアランスレベル（100 Bq/kg）や

法律における判断基準（8,000 Bq/kg）を例示し

ています。(「聴-17」を参照。2020年 1月 7日

の公聴審議会では、この議論の結果を妥当と議

決しています。) 

衆-3 ガイドラインの構成に関して： 

ガイドラインでは「2. ガイドラインの背景」とな

っているが次の「3. 適用の範囲」を「２」にして

「2. ガイドラインの背景」は後述にする。ガイド

ラインの主要な事項を先にして、背景や考え方は後

述するのが普通である。したがって、全体の構成、

パラグラフの順序を再検討する必要がある。 

・参考資料に「ガイドラインの策定で参考にした 

ICRP の考え方」（１）、（２）、（３）とある。その大

部分が ICRP の文章を引用記述であって、これは 

ICRP の文献を引用すれば十分である。説明文章が

長くなるだけで、実質的に必要がない。 

・この指摘は、先の委員会でも他の出席者から同じ

意見が出されたことを付記する。 

ご指摘を考慮し、「2. 適用の範囲」「3. ガイド

ラインの背景」の順序とします。 

また、本ガイドラインの策定では、「衆-1」にて

述べました通り、簡潔さよりも、多少冗長であっ

ても誤解を招かない記述を優先しています。

ICRP の文献を引用(Publication番号)するのみ

ではなく、個々の考え方を記述した文章を示こ

ととします。 
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衆-4 その他の指摘： 

廃棄物の管理は、長期間に及ぶために一世代に留ま

らない。したがって、同一個人の線量限度では不適

切になる。ICRPは個人線量としているが、 UNSCEAR 

など他の国際機関では、個人線量でなく集団線量を

採用している。ICRPに限定せず、このような国際的

な動向にも参考として言及しておく必要がある。 

・会員からのコメントは、それなりに重要であるゆ

えに無視するのでなく、十分尊重し取りて入れるべ

きことを強調する。(原文ママ) 

ICRPは、廃棄物処分に関する勧告文書において、

行為の正当化と防護の最適化の両方において、

非常に広い範囲の個人線量からなる集団線量を

提示する場合には、線量と時間の範囲を限定し

たブロックに分けるべきと述べ(Publ.77(52

項))、慣例的に集団線量は防護の最適化への更

なる入力であった(Publ.81(33 項))と述べてい

ます。従いまして、線量と時間の範囲を限定して

算出した集団線量は最適化において情報となり

うるかもしれないと考えられます。しかしなが

ら ICRPは、時間と空間・人数が大きく、ごく微

量の線量を集積して単一の値にする集団線量を

安全性の指標とすることには問題があるとの見

解を示しています(Publ.77(50 項)(52 項)(58

項)、Publ.81(26項))。さらに、より一般的に、

主勧告文書等において、集団線量は職業被ばく

の評価に使用される場合があるものの、疫学的

なリスク評価には使用が不適切とされているこ

と、長期間にわたる非常に低い個人線量の加算

も 不 適 で あ る こ と を 論 じ て い ま す

(Publ.103(161項)(220項)(221項))。また、公

衆被ばくの場合，個人線量の分布が比較的均一

でかつ十分明確ならば，集団線量は最適化プロ

セスの有用なインプットとなるかもしれないと

しながらも、大きな集団、広大な地理的領域、及

び長い期間にわたる被ばくについては、集団線

量は意思決定支援に有用なツールではないと述

べています(Publ.101b(51項)(52項))。Publ.46

まで遡りますと集団線量の基準が示されたこと

もありましたが、規制免除の文脈に限定されて

います(Publ.46(86項))。 

IAEA 基準、UNSCEAR 報告書においては、気体と

液体の放出に関して集団線量を指標としてきた

経緯があります。しかしながら、現行の IAEAの

廃棄物管理に係る基準文書において、集団線量

を指標とする記述は見られません。気体と液体

の環境放出に関する安全指針では、集団線量の

使用は、異なる技術の防護の効果を比較する際

には実効的である場合もあるが、健康影響の評

価に用いてはならないとしています(IAEA GSG-

9(5.42項))。最新の UNSCEAR報告書においても、
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異なる線源からの公衆被ばくの比較や防護方策

の効果の比較など、相対的比較の用途に限定し

て用いられるべきであることが述べられ、さら

に、疫学研究における線量の定量評価やリスク

推定に使用することは不適であること、自然バ

ックグラウンド程度の追加線量を受ける集団の

放射線に起因する健康影響を定量評価する際

に、ごく低い線量を長期にわたり大人数に対し

て積算することは推奨しないことが明確に述べ

られています(UNSCEAR 2016 REPORT Annex A(8

項), Annex B(12項))。 

これらを勘案しますと、集団線量は、防護の最適

化において複数の方策を検討する際に情報とな

りうることが考えられますが、その基準値を示

すことはできず(参考レベルや線量拘束値のよ

うな基準値は国際的にも示されていません)、ま

た集団線量の算出には上記の通りかなり慎重で

ある必要が国際的に認識されていますので、本

ガイドラインに記述する必要はないものと考え

ます。 

 

学会員意見募集、公聴審議会、公衆審査でいただ

いたコメントは、標準化委員会においてすべて

慎重に勘案して、ガイドライン策定作業に反映

しております。ただし、標準化委員会における調

査・審議の結果として、必ずしもすべてのコメン

トをそのまま取り入れることにはならない場合

もあります。 

衆-5 ◎「管理」「処分」「保管」の定義の曖昧さ 

 4 ページ 15〜17 行目『「処分」は、本ガイドラ

インにおいては、埋設処分施設や埋設地に廃棄物を

受け入れて最終的な覆土を施すことを指す(注 1)。

埋設処分施設に廃棄物を搬入した後で最終的な覆

土を施すまでの段階については、本ガイドラインに

おいては、保管と位置づける。』 

 

「処分」とはいつからいつまでを指すのか、厳密に

判断できません。作業の進捗を以下のように区切る

と 

 

A 埋設処分施設や埋設地への廃棄物の受け入れ（搬

「管理」と「処分」「保管」の包含関係をより明

確にするため、2.の第一段落を下記のように修

正します。 

『本ガイドラインで適用の範囲とした「廃棄物

の管理」は、廃棄物の発生後の、短期的及び長期

的な保管から処分に至るまでの、短期的及び長

期的な保管などの一連の活動を指す。』 

 

作業進捗区分に係るご質問の回答としては、Cま

でが保管、D以降が処分となります。この考え方

が明確となるように、ご指摘の箇所を以下のよ

うに修正します。 
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入のことか？）を開始する時点 

B 搬入を締め切り、完了する時点 

C 最終的な覆土を施す作業を開始する時点 

D 最終的な覆土を施す作業が完了し、覆土が完成す

る時点 

 

「処分」は Aから Dまでの期間を指すのか。Bから

Dまでの期間か。Aから D以降とも読める。 

「保管」は Aから Cまでの期間を指すのか、Bから

Cまでか。 

「処分」と「保管」ではどちらが先か。「保管」が

先なら保管の定義を先に述べるのが自然ではない

か。 

さらに 5 行上の「管理」と「処分」「保管」はどの

ような包含関係になっているのか。 

『「処分」は、本ガイドラインにおいては、埋設

処分施設や埋設地に廃棄物を受け入れてた後に

最終的な覆土を完了する施すことを指す(注 1)。

埋設処分施設に廃棄物を搬入した後で最終的な

覆土を完了する施すまでの段階については、本

ガイドラインにおいては、保管と位置づける。』 

 

2.では、『本ガイドラインで適用の範囲とした

「廃棄物の管理」は、廃棄物の発生後の、短期的

及び長期的な保管から処分に至るまでの一連の

活動を指す。』に続く段落で「保管」、その次に

「処分」の順で定義を述べています。ただし、処

分の定義では、ご指摘の作業進捗の区切りを補

足する必要があるために、再度「保管」の定義を

述べています。 

衆-6 ◎「放射性残渣」の定義 

 本ガイドラインでの「放射性残渣」の語の初出は

5 ページ 15 行目の鉱山の残土などによって発生す

るものを指す文脈で、原子力事故影響下で除染に関

係するものを指すように受け取れない。 

 以降の文章でも「放射性残渣」がこれから除染さ

れる対象物（原子力事故により放射性物質が付着し

た環境中物質で、まだ人の手が施されていない）を

指すのか、除染によって発生した廃棄物を指すの

か、定義が揺れているように見える。「残渣」とは

何らかの処理を施して残ったものを指すので、前者

であれば「残渣」と呼ぶのになじまない。後者の場

合、別に「廃棄物」の語も使用されている（例えば

6ページ下から 8行目『放射性残渣の移動や除染な

どによる環境修復活動では、放射性物質を含む廃棄

物が発生』）ことから、用語の使い分けられている

のか。6ページ 12行目『「放射性残渣」の移動』は

「除染廃棄物」の移動ではないのか。 

本ガイドライン(案)における「放射性残渣」の定

義は、ICRP Publ.82の「初期の操業（過去の行

為を含む）および事故から環境中に残留した放

射性物質を意味するのに、委員会は放射性残渣

という用語を用いる」にならっています。これを

明確にするよう、初出(4.(1)の 2行目)の表現を

修正し、参考資料に Publ.82 の定義を追記しま

す。 

衆-7 ◎正当化の定義 

 6 ページ 12 行目『低減できる現存年線量が、廃

棄物の管理に伴う被ばくを考慮しても十分な便益

となると判断される場合に』では、介入によって得

られる便益である「低減できる現存年線量」と比較

されるコストが「廃棄物の管理に伴う被ばく」であ

るが、比較されるコストは被ばく（線量？）だけか。

正当化では、被ばく以外の社会的・経済的な費用も

ご指摘を勘案し、ICRP Publ.103 や Publ.63 の

定義・記述を参照して、「放射性残渣の移動や除

染などの措置によって低減できる現存年線量

が、廃棄物の管理に伴う被ばくと費用及びその

措置に起因するその他の何らかの害や損傷(社

会的混乱や公衆の不安など)を考慮しても十分

な正味の便益となると判断される場合に」と追

記修正します。 
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含めたコストと比較するのではないか。 

衆-8 ◎フローチャートの曖昧さ 

20ページの 『除染作業で発生した除去土壌の現場

保管のフローチャート』では『除染土壌の現場保管』

の下に点線の分岐がある。フローチャートの分岐で

は必ず yse/no の判断が介在し、判断には判断基準

が必要である。このフローチャートでは、点線の分

岐の時点で何をしたらいいのかわからない。 

点線の分岐(流れ)は、現場保管(除去土壌を家屋

から離れた場所に置いて必要に応じて遮水シー

トや覆土をする)によって、除去土壌から人が受

ける線量が土壌の除去前よりも低くなることを

表したものでしたが、文章で記述していますの

で、フローチャートからは削除します。 

23 ページの仮置きのフローチャートについて

も、点線の分岐を削除します。 

衆-9 【全体コメント】 

本ガイドラインは、「１．はじめに」にあるように、

原子力事故や放射線緊急事態のあとに発生する現

存被ばく状況における廃棄物の管理に関する防護

を目的とし、「現存する被ばく状況に関する防護の

安全規準」（2009年制定）の下で、ICRPなどの最新

知見に基づき、現存被ばく状況の特徴を踏まえた廃

棄物の管理に対する防護のあるべき考え方を示す、

としている。 

上記、2009年制定安全規準では、”線量規準”とし

て ICRP Pub.82 に示された一般参考レベルが引用

されており、また、本ガイドラインで示された”線

量基準”は「４．ガイドラインの根拠となる考え方」

にあるように、廃棄物の保管あるいは処分に起因す

る線量に係る線量基準として選定されたものであ

ることから、ICRP の従来の介入の概念に基づく単

一の防護対策に係る線量基準と見ることができる。 

本ガイドラインは、現存被ばく状況における廃棄物

管理を一連の環境修復活動の一部として位置づけ、

ICRP Pub.103 に基づいて、環境修復活動全般につ

いての防護の最適化中で、発生する廃棄物の管理に

ついては介入の概念を適用したものと考えること

ができる。 

したがって、Pub.103に基づく防護の最適化プロセ

スの中で使用する”参考レベル”と、本ガイドライ

ンの中で廃棄物の管理に使用する”線量基準”を明

確に区別する意味で、ガイドライン中の「廃棄物の

保管の参考レベル」、「廃棄物の管理のための線量基

準（参考レベル）」等、廃棄物管理に係る”線量基

準”に対して、参考レベルという用語を使用すべき

でないと考えます。 

これは、緊急時被ばく状況あるいは現存被ばく状況

「聴-20」の回答に述べましたように、ICRP-

Publ.103では、ICRP-Publ.60及びその後の勧告

で示された数値基準は参考レベルと考えてよい

との見解が示されています。一方、本ガイドライ

ンは、ICRP Pub.82に示された一般参考レベルを

引用した「現存する被ばく状況に関する防護の

安全規準」（2009年制定）の下で策定しているも

のであり、その線量基準は、指摘の通り、ICRPの

従来の介入の概念に基づく単一の防護対策に係

る線量基準の考え方が背景にあります。 

以上を考慮して、環境修復活動に係る防護の最

適化プロセスの中で使用する”参考レベル”と、

廃棄物の管理に使用する”線量基準”を区別する

ように修正します。 
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において、内部被ばくの低減のために導入される食

物摂取制限に関する対策レベル（アクションレベ

ル）と同様、全体の防護戦略の最適化の中で実施す

る単一の防護措置に係わるクライテリアといちづ

けるべきと考えます。 

衆-10 【詳細コメント】 

ガイドラインの要点 

● P1, 最終パラ 

「そこで、環境修復活動を最終的な線量基準に向け

て進める」 

Pub. 111 の長期目標について言っているのでしょ

うか？”線量基準”が、廃棄物管理の”線量基準”

とダブります。 

 

● P1, 最終パラ 

「中間的な」 

意味が不明です。削除。 

 

● P2, L2 

参考レベル → 線量基準 

 

● P2, L3 

保管の参考レベル → 保管の線量基準 

 

● P2, L5 

段階的に参考レベル → 段階的に線量基準 

 

● P3～P11 

特に詳細にコメントしませんが、ICRP勧告で、参考

レベルを「防護の目標となるレベルを示す用語」等、

気になる表現がいくつかありました。 

●「そこで、環境修復活動を最終的な線量基準に

向けて進める」は、指摘の通り、ICRP Publ.111

の長期目標“被ばくを通常と考えられるレベル

に近いかあるいは同等のレベルまで引き下げる

こと”を意味していました。表現の重複を避け

るため、「ガイドラインの要点」から、「最終的な

線量基準に向けて」は削除します。また、長期目

標について追記します。 

なお、該当する ICRP Publ.111の記述は、16ペ

ージに下線を付して示しています。 

 

●指摘を考慮し、1～2ページの該当箇所を、以

下のように修正します。 

 

現存被ばく状況においては、状況を改善する

ため、周辺の現存年線量の低減の目標とする参

考レベルを段階的に設定し、放射性物質の移動

や除染などによって生活環境の修復を図る必要

がある。環境修復活動で発生する廃棄物の管理

（保管及び処分）は、除染とともに、環境修復活

動の一環として位置づける必要がある。 

そこで、環境修復活動を最終的な線量基準に

向けて進めるにあたって、廃棄物の保管に対し

ても、被ばく線量の程度や汚染の規模によって

は、状況を段階的に改善するための中間的な線

量基準を段階的に選定することを推奨する。こ

のとき、廃棄物の保管では、ステークホルダーの

関与の下で、保管する廃棄物に起因する被ばく

線量の低減の目標とする線量基準参考レベルを

年実効線量 1～10 mSvの範囲から選定し、実施

することを推奨する。ここで、廃棄物の保管の線

量基準参考レベルは、周辺の現存年線量の低減

の目標とする参考レベル以下となるようにす

る。周辺線量の低減に応じて、廃棄物の保管の線

量基準を段階的に参考レベルを下げていくこと

も、環境修復活動を迅速かつ円滑に進めるうえ
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で有効である。 

 

●指摘の箇所(7ページ)については、「防護の最

適化において参照する目標となるレベルを示す

用語として、計画被ばく状況に適用する線量限

度及び線量拘束値に加え、...」と修正します。 

 

 

16. 標準化委員会委員コメント(公衆審査後の修正に関して、2020/04/02) 

 標準化委員会委員コメント 対応 

標-6 ガイドラインの要点 : 

放射性物質（放射性残渣） 

※ガイドラインの解説では基本的に放射性残渣の

用語が使用されています。そのため、ガイドライン

の要点でも放射性残渣の用語を含むほうが良いと

思いました。 

「放射性残渣」という用語は、ICRP Publ.82の

「初期の操業（過去の行為を含む）および事故か

ら環境中に残留した放射性物質を意味するの

に、委員会は放射性残渣という用語を用いる」に

ならっていました。しかしながら、「衆-6」で指

摘を受けたように、「放射性残渣」は“鉱山の残

土や産業利用による残渣など”(5 ページ 19 行

目)とも書いていたことから、整理が必要と再考

しました。 

“鉱山の残土や産業利用による残渣など”を指

す「放射性残渣」以外は、「残留した放射性物質」

と置き換えることとしました。(一部文脈に応じ

て、“残留した”が不要な箇所は「放射性物質」

に置き換えました。) 

標-7 ガイドラインの要点 : 

「*1 本ガイドラインは、原子力事故や放射線緊急

事態のあとに発生する現存被ばく状況を適用の対

象とする。」は「*1本ガイドラインは、原子力事故

や放射線緊急事態のあとに残留した放射性物質（放

射性残渣）によって発生する現存被ばく状況を適用

の対象とする。」でないか。 

「*1本ガイドラインは、原子力事故や放射線緊

急事態のあとに残留した放射性物質によって発

生する現存被ばく状況を適用の対象とする。」と

修正しました。 

(標-6で回答しましたように、(放射性残渣)の語

は用いないこととしました。) 

標-8 7ページ 13～14行目 

「廃棄物の発生から処分に至るまでを考慮して、現

存する被ばく状況を段階的に改善するための中間

的な線量基準の適用を推奨する。」は「廃棄物の発

生後の保管から処分に至るまでを考慮して、現存す

る被ばく状況を改善するための線量基準を段階的

に選定することを推奨する。」と修正すべき。 

修正案を拝承。該当箇所の記述をガイドライン

の概要とあわせました。 

標-9 8ページ 2行目 

「正味の便益」について、どのようなファクター（因

子）が考慮されたのか例示したほうがよいかもしれ

「正味の便益(その措置で低減できる線量とか

かる費用を考慮)」と追記しました。 
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ないと思いました。 

標-10 例題のフローチャート 

文章とフローチャート図が整合するか再度ご確認

ください。 

文章を読む限りでは、Yes, Noの分岐に強制性があ

るようには読めず、強制性がある場合はガイドライ

ン本体に再利用の文言を含めなくてもよいのか、と

いう新たな問題が生じます。 

個人的にはフローチャート図はなくてもよいので

はないかと思います。 

再利用することには強制性はありません。フロ

ーチャートは例題の理解を簡単にするために必

要と考えており、ここでは「搬出(一般土壌、再

利用)」を「搬出(一般土壌)」と修正するまでと

します。 

標-11 ７頁の最後に， 

「 ... ＜～10 mSv」 

とあります。 

一方，Pub 82についての解説箇所（18頁）では 

「年 10 mSv程度」あるいは「約 10 mSv」 

という記述になっています。 

記号「～」は，このガイドラインでも 

（一般的な）「範囲」の意味で使っていますので， 

７頁の 

「 ... ＜～10 mSv」 

の箇所は， 

「 ... ＜約 10 mSv（又は 10 mSv程度）」 

の方が無難ではないでしょうか。 

本ガイドラインでは、「現存年線量 < 10 mSv程

度」と修正します。 

なお、「＜～10 mSv」の表記は、ICRP Publ.82の

表 1にあったものです。 

 


